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米経済紙「フォーチュン」は7月29日、2025年版「フォーチュ

ン・グローバル500」を発表した。今年のベスト500を見ると、米

ウォルマートは12年連続で世界最大の企業にランクインし、

アマゾンは2位を維持した。中国の国家電網有限公司は引き

続き3位にランクインし、4位と5位にはそれぞれサウジアラビ

アのサウジアラムコと中国の中国石油天然ガス集団有限公

司がランクインした。 

今回ランク入りした中国企業に台湾地区の企業も加える

と、今年は130社の企業がランク入りしており、企業数はアメリ

カに次ぐ2位となっている。  

グレーターベイエリア（広州、仏山、肇慶、深セン、東莞、恵

州、珠海、中山、江門の9市と香港、澳門＜マカオ＞両特別

行政区によって構成される都市クラスター）からは合計23社

がランキングに選出され、2024年と比較して1社増加（不動産

企業の「碧桂園集団」‹Country Garden›が新たにランクイン）

となった。 

都市別に見ると、選出された企業は主に深セン（10社）、広

州（6社）、香港（5社）、仏山（2社）に集中している。  

深センのランク入り企業数は昨年と変わらないものの、全

体的な順位は著しく向上した。そのうち、中国平安、華為

（ファーウェイ）、比亜迪（BYD）の3社は売上高がそれぞれ

1,000億ドルを突破し、深セン企業の第一陣を構成している。

この数字は世界的にも注目されており、深センの主要企業の

規模と競争力を浮き彫りにしている。 

 

 

 

 

 

「グローバル500」深セン企業の特徴 

◇ テクノロジーと先進製造が主導 

ファーウェイ、BYD、テンセント、立訊精密などテクノロ

ジー企業が大半を占めている。特に立訊精密の参入に

より、深センのテクノロジー企業陣容がさらに拡大し、

ハードウェアからソフトウェア、製品からサービスまでを

網羅する完全なテクノロジーエコシステムが形成され

た。 

◇ 多様な産業構造 

テクノロジー企業以外にも、深センのランクイン企業は

金融、物流、不動産、投資、電子情報など複数の分野

をカバーしており、この多様化構造は、深セン経済のリ

スク耐性と協調発展の可能性を強化している。 

◇ 民間企業が主力 

今回ランク入りした企業は民間企業が7社を占め、深投

控（深圳市投資控股有限公司）と中国電子（CEC）のみ

が国有企業である。この比率は全国平均を大幅に上回

り、深センの市場化水準の高さと民間経済の活況を浮

き彫りにし、イノベーションを牽引する核心的な力となっ

ている。 

イノベーション駆動で、深セン企業が一斉に飛躍 

  BYDが本年度の最大の注目ポイントの一つに 

昨年の143位から91位に急上昇し、初めて世界トップ100企

業にランクインした。 

BYDは刀片電池（ブレードバッテリ）やIGBTチップなど核心

技術を継続的に投入し、業界の参入障壁を構築した。2024

年、BYDのグローバルな新エネルギー車販売台数は427.21

万台に達し、前年比41.26％増となり、2年連続でグローバル

な新エネルギー車販売台数の首位を維持した。また、2025年

上半期の販売台数は214.6万台に達し、グローバルで唯一上

半期販売台数200万台を突破した乗用車企業となった。 

BYDの海外展開は顕著な成果を上げており、2025年上半

期の海外販売台数は約47万台に達し、前年通年総量を既に

上回っており、輸出比率は23％という歴史的最高水準に達し

た。その事業は世界6大陸、110カ国・地域に展開されており、

国際化戦略が収穫期を迎えている。 

BYDの時価総額は1.14兆香港ドル（2025年7月29日現在）

に達し、資本市場がその成長性に対する評価を示している。 
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ファーウェイが世界トップ100に返り咲き 

ファーウェイのランキングは20位上昇して83位に浮上し、

2年ぶりに世界トップ100に返り咲いた。これは強力な回復

力と変革能力を示している。 

2024年、ファーウェイの5大事業部門はすべて前年を上

回り、特に外部制裁の逆境下で、自動車事業は初年度で

黒字化を達成し、新たな成長エンジンとなった。 

人工知能分野では、ファーウェイは昇騰384超ノードをリ

リースし、計算能力は300 PFLOPSに達し、数万枚のGPUを

組み合わせたスーパークラスターを構成可能で、大規模な

AIモデル訓練を支える。継続的な研究開発投資により、

ファーウェイは5.5G、光通信、クラウドコンピューティングな

ど最先端分野でグローバルなリーダーシップを維持してい

る。  

立訊精密が最大の成長率に 

立訊精密は最大の成長率を記録し、ランキングを65位上

昇させて423位に躍進した。 

2024年、立訊精密はドイツのLEONI Group（世界第4位

の自動車用ワイヤーハーネスサプライヤー）の買収などに

より、自動車電子事業を着実に拡大。この部門の成長率は

他の事業部門を大幅に上回っている。 

立訊精密は中国、ベトナム、タイ、インド、メキシコ、ドイツ

など複数の国に生産拠点を設立しており、2024年の海外売

上高は2,354.67億元に達し、総売上高の87.60％を占めてい

る。同社は香港上場（A+H戦略）を計画中で、グローバル展

開に新たな原動力を注入する予定である。 

中国平安が常に上位にランクイン 

中国平安の独自の強みは、「総合金融＋健康医療」のエ

コシステムを構築し、テクノロジーを活用して金融事業を強

化しつつ、大健康産業への展開を進めることで、多様な収

入構造とリスク分散モデルを確立したことにある。その巨大

な顧客基盤とクロスセル能力が、核心的な競争優位性を形

成している。 

テンセントがテクノロジーで成長を再定義 

テンセントは「自社開発＋オープンソース」の多モデル戦

略を基盤に、AI技術を全製品領域に迅速に浸透させてい

る。2024年の研究開発投資額は706.9億元に上り、基礎的

な大規模モデルから演算リソースのインフラ、応用レベルま

でを包括的に強化し、AI技術の各業界への導入効率を向

上させている。 

テンセントと招商銀行は共にグローバル利益率ランキン

グのトップ10にランクインし、それぞれ9位と10位を占めてい

る。これは、深センの企業が規模の拡大と同時に、利益率

と経営品質においても優れた成果を挙げていることを示し

ている。 

順豊（SF）がテクノロジー物流のベンチマーク 

中国初の民間宅配企業としてグローバル500にランクイ

ンした順豊は、継続的に「テクノロジー型総合物流サービス

プロバイダー」としてのポジションを強化している。スマート

ブレインシステムを構築し、デジタル化能力を向上させてサ

プライチェーン全体を支援することで、特に国際事業が際

立っており、サプライチェーンおよび国際事業の売上高は

前年比で約200％増加した。これにより、国内市場の競争

圧力を効果的に緩和し、高品質な成長を実現している。 

自主革新を基盤に、新技術を採用し、グローバル市場を

拡大するこれらの深センの優秀企業は、着実な成長を遂

げ、強力な競争力を示している。また、深センは戦略的新

興産業と未来産業に先駆けて投資し、主要企業の牽引力

により、上下流企業の上位へのアップグレードを促進し、経

済成長の強力な原動力を活性化している。 

※補足参考：「フォーチュン・グローバル500」において、日本企業は38社

がランクインし、その数は3位を維持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

               AEKE----スマートホームフィットネスの新時代を切り拓く  

近年、フィットネスライブ配信の急激な人気急上昇に伴い、

自宅でのフィットネスを軸としたブームが巻き起こり、中国で

「クラウドフィットネス」現象が広がり、家庭用運動機器の需要

が大幅に刺激されている。フィットネス健康分野では、ウェアラ

ブル端末は既に競争が激化する市場となっているが、大型ス

マートフィットネス機器市場はほぼ未開拓の状態である。一

方、若年層ユーザーはフィットネスに対する個性化やスマート

化への嗜好がますます顕著になっている。 

趣 動 未 来（深 圳）科 技 有 限 公 司（以 下、「AEKE」）は、ス

マートフィットネス技術に特化したハイテク企業であり、「スマー

トフィットネス分野に焦点を当て、家庭環境における断片的な

運動をターゲットにする」 が創業チームの創業方針となってい

る。同社は人工知能、IoT（モノのインターネット）、ビッグデータ

技術を活用し、革新的なスマートスポーツ製品と健康管理ソ

リューションの開発に注力し、スポーツテクノロジーとデジタル

ヘルスケアの融合を推進している。先端的な技術開発能力と

鋭い市場洞察力を武器に、AEKEは国内のスマートスポーツ

分野でトップクラスの企業として確立されている。  

コア製品 

AEKEの製品ラインアップには、スマートハードウェア、ウェ

アラブル運動モニタリングデバイス、運動健康アプリ、および

AIデータ分析プラットフォームが含まれる。 

その核心製品である「パワーミラー」は、コンピュータビジョ

ン技術を活用し、リアルタイム動作補正、バーチャルパーソナ

ルトレーニングコース、インタラクティブトレーニングを提供し、

家庭でのフィットネスニーズに対応している。有酸素運動のみ

に対応するフィットネスミラーや、筋力トレーニングのみに対応

するデバイスとは異なり、AEKEのパワーミラーは小型の総合

フィットネスジムのような役割を果たし、ユーザーに有酸素運

動と筋力トレーニングを組み合わせた総合的なフィットネス体

験を提供している。 

技術的特長 

技術革新の面では、AEKEは独自にAIパーソナルトレー

ナーシステムを開発し、フィットネス前の準備段階からトレーニ

ング中、そしてトレーニング後まで、ユーザーに全工程にわた

る下記のようなスマートなフィットネスサービスを提供してい

る。 

・初めてフィットネスを始める際、AIパーソナルトレーナーは

まず運動能力評価アルゴリズムを通じて、ユーザーの身体状

態、運動能力、健康データを総合的に評価し、正確なユー

ザープロファイルを構築する。 

・システムは検査データに基づき、ユーザーに21日から3ヶ

月間の運動計画と食事プランを自動生成し、これには体型矯

正、脂肪減少、食事健康管理など、詳細なシナリオが含まれ

る。 

・コース設定に関しては、AEKEは専門家コーチ、ヨガインス

トラクター、経験豊富な栄養士などからなる専門のコーチチー

ムを編成し、ハードウェア製品と組み合わせたカスタマイズさ

れたコースを提供している。 

・トレーニングを行う際、AIパーソナルトレーナーは運動

データと運動プロセスをリアルタイムで記録する。動作の誤り

を検知した場合、システムは音声とテキストでユーザーの動作

を動的に修正し、さらに、ユーザーのリアルタイムな運動デー

タと身体状態の変化を分析し、トレーニングプランを継続的に

最適化して、ユーザーの最新の身体コンディションに適合させ

る。 

市場動向と事業計画 

AEKEは主に都市部の若者層、フィットネス愛好家、健康管

理を重視する層をターゲットにしており、ユーザー継続率は

60％を超えている。その中でも、AIフィットネスミラー製品はコ

ストパフォーマンスの良さから、自宅フィットネス分野の注目ブ

ランドとして台頭している。 

現在、AEKEの製品販売は中国、東南アジア、欧米市場を

含む60カ国以上で展開されており、オンラインではECプラット

フォーム（京東、Tmall、アマゾン）を通じて販売し、オフラインで

はフィットネスチェーンブランドやスマートハードウェア販売業

者と提携している。 

国際展開においては、北米と欧州市場を重点的に開拓し、

2025年に海外売上高の割合を40%まで引き上げることを目標

としている。また、クロスオーバー協業を計画し、メタバースや

VRフィットネスなど新興分野との融合を模索し、仮想スポーツ

ソーシャル製品の開発を進めている。 

AEKEは「テクノロジーでスポーツをもっとシンプルに」をミッ

ションに掲げ、グローバルなスマートスポーツテクノロジーの

リーダーとなることを目指している。未来、より多くの技術革新

とエコシステムの統合を通じて、ナショナル科学的なスポーツ

の普及を促進し、健康なライフスタイルの普及を支援できるこ

とを期待している。 

 

 

 

 

 



 

中国では2025年9月1日から、社会保障（社会保健）制度の

大規模な改革が実施されることになり、活発な議論が行われ

ています。 

最高人民法院は先日、「最高人民法院労働紛争案件の審

理における法律適用に関する解釈（二）」（2025年9月1日から

施行）を発表しました。これによりますと、労働者が使用者に

対して法に基づく社会保険料の未納付を理由に労働契約を

解除し、使用者に経済補償金の支払いを求めた場合、人民

法院は法に基づき当該経済補償金の支払いを支持するとし

ています。 

労働法および社会保険法の関連規定に基づき、使用者と

労働者が法に基づき社会保険に加入し、社会保険料を納付

する義務がある点は、日本も中国も同じ仕組みです。しかしこ

れまで、両者の合意により社会保険に加入していないこと

や、合意により社会保険料算定の基数を低く設定すること

は、暗黙の了解で継続されてきました。 

労働者から企業まで幅広い影響を与える新政策では、主

に以下のような影響が想定されます。 

● 「社会保険放棄合意」の完全無効化 

  これまで一部の企業では、従業員に「社会保険料を払わ

ない代わりに現金支給を上乗せ」するなどの契約を結ぶケー

スもありました。しかし、9月1日からはこのような合意内容は

一切無効となり、企業は全従業員に社保への加入を強制的

に履行させる義務が生じます。 

違反した企業には、未納分の追徴金＋日額0.05％の延滞

金に加え、罰金（最大で未納額の3倍）が科せられることにな

ります。 

● 社会保険料算定基数の厳格化 

基本給に加え、ボーナス・歩合・手当なども社会保険料の

算定基数に厳格に含まれることになります。企業の法定福利

費負担軽減や従業員の手取り額確保を目的に、基本給のみ

を社会保険の基数とする企業も多いですが、社会保険基数

に関する規制はより厳格化されます。 

● 企業側のリスク 

企業が社会保険料を未納にした状態で、従業員がこれを

理由に即時退職した場合、N＋１か月分の経済補償金を請求

することができます（Ｎは勤続年数1年につき1か月分相当）。

また、未納状態で労災が発生した場合、企業が全額賠償する

必要があります。もちろん、労働者側の権利保護強化という

側面もあります。 

● 労働者側の影響 

短期的には手取り額が減少します。月収5,000元の人の場

合、保険料負担額が月約300元から525元に増え、手取りは

200元以上減少します。低所得層（月収3,000～5,000元）で

は、減少幅が15～25%に達する可能性も見られます。 

なぜ今、社会保障改革が必要なのか。その背景には中国

の高齢化対策の緊急性があるでしょう。公開データによると、

現状では2.6人の現役労働者が1人の年金受給者を支える構

造ですが、2035年までに年金不足額が1兆元に達すると予測

されています。社会保障の強制加入徹底による社会保険基

金の拡充が主要な目的と考えられます。 

新しい政策が誰にとって「痛み」となるか、多くの課題も提

起されており、低所得労働者の負担増と中小企業の社保負

担増に関する懸念の声が多くあります。特に企業への影響は

大きく、特に中小零細企業では「存続の危機」も懸念されてお

り、ネット上では様々な試算結果が開示されています。 

例えば、飲食店（従業員7名と仮定）の場合、年間の社会

保険料コストが22.4万元増加し、利益率が8％から3％に低下

する試算があります。製造業では人件費総額の20～30％増

となるケースも試算されています。 

企業側の想定される対策としては、リストラ・賃下げ、定年

再雇用者や業務委託の活用、廃業・家族経営化（小規模飲

食店など）などが挙げられています。一方、手取り減少による

家計の圧迫、特に地方出身の出稼ぎ労働者や若年層の生活

不安増大という懸念も払拭できません。 

 

2025年社会保障新ルールが9月1日

から施行 
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